
 

株式会社商工組合中央金庫 定款 

 

 

第１章 総則 

 

（商号） 

第１条 当会社は、株式会社商工組合中央金庫と称し、英文では、The Shoko Chukin Bank, 

Ltd.と表示する。 

 

（目的等） 

第２条 当会社は、中小企業等協同組合その他主として中小規模の事業者を構成員とする団

体及びその構成員（以下「中小企業等」という。）に対する金融の円滑化を図るため、次の事

業を営むことを目的とする。 

（１）預金又は定期積金の受入れ、融資対象団体等に対する資金の貸付け又は手形の割引

及び為替取引 

（２）債務の保証又は手形の引受けその他前号に付随する業務 

（３）国債、地方債、政府保証債その他有価証券に係る引受け、募集又は売出しの取扱い、

売買その他の業務 

（４）信託業務 

（５）前各号の業務の外、株式会社商工組合中央金庫法、担保付社債信託法その他の法律

により営むことができる業務 

（６）その他前各号の業務に付帯又は関連する事項 

２ 当会社は、パーパス（当会社が達成しようと志していることをいう。以下同じ。）及びミッション

（パーパスを実現するために当会社が果たすべき使命をいう。以下同じ。）をそれぞれ次の

各号のとおり定め、中小企業専門金融機関としての機能・役割を深化・発展させ、中小企業

等に寄り添い、ともにチャレンジするパートナーとして、多くの中小企業等や地域が抱える課

題の解決を通じて、その未来に貢献していく。 

（１）パーパス 企業の未来を支えていく。日本を変化につよくする。 

（２）ミッション 安心と豊かさを生みだすパートナーとして、ともに考え、ともに創り、ともに変

わりつづける。 

３ 当会社は、内外の金融秩序の混乱又は大規模な災害、テロリズム若しくは感染症等による

被害に対処するために必要な資金を必要とする者に対し円滑に資金が供給されるよう、危機

対応業務を行う責務を有する。 

 

（本店の所在地） 

第３条 当会社は、本店を東京都中央区に置く。 

 

（機関の設置） 

第４条 当会社は、株主総会及び取締役のほか、次の機関を置く。 

（１）取締役会 



（２）監査等委員会 

（３）会計監査人 

 

（公告の方法） 

第５条 当会社の公告方法は、電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由によっ

て電子公告による公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。 

 

 

第２章 株式 

 

（発行する株式の総数） 

第６条 当会社の発行可能株式総数は、４，０００，０００，０１０株とし、各種類の株式の発行可 

能種類株式総数は、次のとおりとする。 

  普通株式              ４，０００，０００，０００株 

  危機対応準備金株式                 １０株 

 

（売主追加請求の排除） 

第７条 当会社は、自己の株式の取得について会社法第１６０条第１項の規定による決定をす

るときは、同条第２項及び第３項の規定を適用しない。 

 

（株券の発行） 

第８条 当会社は、株式に係る株券を発行する。 

 

（単元株式数及び単元未満株券の不発行） 

第９条 当会社の単元株式数は、普通株式については１，０００株とし、危機対応準備金株式に

ついては１株とする。 

２ 当会社は、前条の規定にかかわらず、単元未満株式に係る株券を発行しない。ただし、株

式取扱規程に定めるところについてはこの限りでない。 

 

（単元未満株式についての権利） 

第１０条 当会社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利

を行使することができない。 

（１）会社法第１８９条第２項各号に掲げる権利 

（２）株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受け

る権利 

（３）次条に定める請求をする権利 

 

（単元未満株式の買増し） 

第１１条 当会社の株主は、株式取扱規程に定めるところにより、その有する単元未満株式の

数と併せて単元株式数となる数の株式を売り渡すことを請求することができる。 

 

（株主名簿管理人） 



第１２条 当会社は、株式につき株主名簿管理人を置く。 

２ 株主名簿管理人及びその事務取扱場所は、取締役会の決議によって定め、これを公告す

る。 

３ 当会社の株主名簿、新株予約権原簿及び株券喪失登録簿の作成並びに備置きその他の

株主名簿、新株予約権原簿及び株券喪失登録簿に関する事務は、これを株主名簿管理人

に委託し、当会社においては取り扱わない。 

 

（株式取扱規程） 

第１３条 当会社の株式に関する取扱い及び手数料並びに株主の権利行使の方法は、法令

又は本定款に定めるもののほか、取締役会において定める株式取扱規程による。 

 

 

第２章の２ 危機対応準備金株式 

 

（議決権） 

第１３条の２ 危機対応準備金株式を有する株主（以下、「危機対応準備金株式株主」という。）

は、法令に別段の定めがある場合を除き、全部の事項につき株主総会において議決権を

有しない。 

 

（配当金） 

第１３条の３ 当会社は、危機対応準備金株式株主又は危機対応準備金株式の登録株式質

権者（以下、「危機対応準備金株式登録株式質権者」という。）に対して、剰余金の配当をし

ない。 

 

（残余財産の分配） 

第１３条の４ 当会社は、残余財産を分配するときは、危機対応準備金株式株主又は危機対応

準備金株式登録株式質権者に対し、普通株主及び普通株式の登録株式質権者に先立ち、

危機対応準備金株式１株につき、その払込金額相当額の金銭を支払う。ただし、株式会社

商工組合中央金庫法附則第２条の３第３項の規定に基づき、危機対応準備金に当該相当

額が計上された時以降は、この限りでない。 

２ 前項に定めるほか、危機対応準備金株式株主又は危機対応準備金株式登録株式質権者

に対しては残余財産の分配はしない。 

 

（取得条項） 

第１３条の５ 当会社は、株式会社商工組合中央金庫法附則第２条の３第３項の規定に基づき

危機対応準備金の額が計上された時以降であって取締役会が別に定める日が到来したと

きは、危機対応準備金株式の全部を、危機対応準備金株式１株につき、最終事業年度に

係る貸借対照表の純資産の部に計上した額の合計額から危機対応準備金の額及び特別

準備金の額を控除して得た額を発行済株式の総数で除して得た額で、取得することができ

る。 

 

 



第３章 株主総会 

 

（招集） 

第１４条 当会社の定時株主総会は、毎年６月にこれを招集し、臨時株主総会は、必要がある

ときに随時これを招集する。 

 

（基準日） 

第１５条 当会社の定時株主総会の議決権の基準日は、毎年３月３１日とする。 

 

（招集権者及び議長） 

第１６条 株主総会は、取締役社長がこれを招集し、議長となる。 

２ 取締役社長に事故があるときは、取締役会においてあらかじめ定めた順序に従い、他の取

締役が株主総会を招集し、議長となる。 

 

（株主総会参考書類等のインターネット開示とみなし提供） 

第１７条 当会社は、株主総会の招集に際し、株主総会参考書類、事業報告、計算書類及び

連結計算書類に記載又は表示をすべき事項に係る情報を、法務省令に定めるところに従い、

インターネットを利用する方法で開示することにより、株主に対して提供したものとみなすこと

ができる。 

 

（決議の方法） 

第１８条 株主総会の決議は、法令又は本定款に別段の定めがある場合を除き、出席した議

決権を行使することができる株主の議決権の過半数をもって行う。 

２ 会社法第３０９条第２項に定める決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３

分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う。 

 

（議決権の代理行使） 

第１９条 株主は、当会社の議決権を有する他の株主１名を代理人として、その議決権を行使

することができる。また、政府、地方公共団体又は法人が株主である場合には、政府職員、

地方公共団体職員又は使用人に議決権の行使を委任することができる。 

２ 株主又は代理人は、株主総会ごとに代理権を証明する書面を当会社に提出しなければな

らない。 

 

 

第４章 取締役及び取締役会 

 

（員数） 

第２０条 当会社の取締役（監査等委員会であるものを除く。）は、13名以内とする。 

２ 当会社の監査等委員である取締役（以下「監査等委員」という。）は、７名以内 とする。 

 

（選任方法） 

第２１条 取締役は、監査等委員とそれ以外の取締役とを区別して、株主総会の決議によって



選任する。 

２ 取締役の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有す

る株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う。 

３ 取締役の選任決議は、累積投票によらないものとする。 

 

（任期） 

第２２条 取締役（監査等委員であるものを除く。）の任期は、選任後１年以内に終了する事業

年度のうち最終のものに関する定時株主総会終結の時までとする。 

２ 監査等委員の任期は、選任後２年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定

時株主総会終結の時までとする。 

３ 任期の満了前に退任した監査等委員の補欠として選任された監査等委員の任期は、退任

した監査等委員の任期の満了する時までとする。 

４ 補欠の監査等委員の選任決議が効力を有する期間は、選任後２年以内に終了する事業年

度のうち最終のものに関する定時株主総会の開始の時までとする。ただし、当該決議にお

いて、当該期間を短縮することを妨げない。 

 

（代表取締役及び役付取締役） 

第２３条 取締役会は、その決議によって取締役（監査等委員であるものを除く。）の中から代

表取締役を選定する。 

２ 取締役会は、その決議によって取締役（監査等委員であるものを除く。）の中から取締役社

長１名を定め、取締役会長１名並びに取締役副会長、取締役副社長、専務取締役及び常

務取締役各若干名を定めることができる。 

 

（取締役会の招集権者及び議長） 

第２４条 取締役会は、法令に特段の定めがある場合を除き、取締役社長が招集し、議長とな

る。 

２ 取締役社長に欠員又は事故があるときは、取締役会においてあらかじめ定めた順序に従

い、他の取締役が取締役会を招集し、議長となる。 

 

（取締役会の招集通知） 

第２５条 取締役会の招集通知は、会日の３日前までに各取締役に対して発する。ただし、緊

急の必要があるときは、この期間を短縮することができる。 

２ 取締役の全員の同意があるときは、招集の手続きを経ないで取締役会を開催することがで

きる。 

 

（取締役会の決議の省略） 

第２６条 当会社は、会社法第３７０条の要件を充たしたときは、取締役会の決議があったもの

とみなす。 

 

（業務執行の決定の取締役への委任） 

第２７条 当会社は、会社法第３９９条の１３第６項の規定により、取締役会の決議によって重要

な業務執行（同条第５項各号に掲げる事項を除く。）の決定の全部又は一部を取締役に委



任することができる。 

 

（取締役会規程） 

第２８条 取締役会に関する事項は、法令又は本定款のほか、取締役会において定める取締

役会規程による。 

 

（報酬等） 

第２９条 取締役の報酬、賞与その他の職務執行の対価として当会社から受ける財産上の利

益（以下、「報酬等」という。）は、株主総会の決議によって監査等委員とそれ以外の取締役

とを区別して定める。 

 

（取締役との責任限定契約） 

第３０条 当会社は、会社法第４２７条第１項の規定により、取締役（業務執行取締役等であるも

のを除く。）との間に、任務を怠ったことによる損害賠償責任を限定する契約を締結すること

ができる。ただし、当該契約に基づく責任の限度額は、同法第４２５条第１項に規定する最低

責任限度額とする。 

 

（相談役及び顧問） 

第３1条 当会社に、取締役会の決議によって、相談役及び顧問各若干名を置くことができる。 

２ 相談役は、当会社の業務一般について、顧問は、特定の業務について、取締役社長の諮

問に応ずるものとする。 

 

 

第５章 監査等委員会 

 

（常勤の監査等委員） 

第３２条 監査等委員会は、その決議によって常勤の監査等委員を選定することができる。 

 

（監査等委員会の招集通知） 

第３３条 監査等委員会の招集通知は、会日の３日前までに各監査等委員に対して発する。た

だし、緊急の必要があるときは、この期間を短縮することができる。 

２ 監査等委員全員の同意があるときは、招集の手続きを経ないで監査等委員会を開催するこ

とができる。 

 

（監査等委員会規程） 

第３４条 監査等委員会に関する事項は、法令又は本定款のほか、監査等委員会において定

める監査等委員会規程による。 

 

第６章 経営諮問委員会及び指名委員会 

 

（経営諮問委員会） 

第３５条 当会社は、その目的を達成するため、業務運営に関して、取締役会に意見・助言を



行う経営諮問委員会を置くことができる。 

２  経営諮問委員会に関する事項は、取締役会において定める経営諮問委員会規程による。 

 

（指名委員会） 

第３６条 当会社は、その目的を達成するため、役員人事に関して、取締役会に意見・助言を

行う指名委員会を置くことができる。 

２  指名委員会に関する事項は、取締役会において定める指名委員会規程による。 

 

 

第７章 商工債 

 

（商工債の発行） 

第３７条 当会社は、資本金及び準備金の合計額の３０倍に相当する金額を限度として、商工

債を発行することができる。 

２ 当会社は、その発行した商工債の借換えのため、一時前項に規定する限度を超えて商工

債を発行することができる。 

 

（商工債取扱規程） 

第３８条 商工債の再交付その他商工債に関する諸手続き並びにその手数料は、取締役会の

定める商工債取扱規程による。 

 

 

第８章 計算 

 

（事業年度） 

第３９条 当会社の事業年度は、毎年４月１日から翌年３月３１日までの１年とする。 

 

 

（剰余金の配当の基準日） 

第４０条 当会社の期末配当の基準日は、毎年３月３１日とする。 

２ 前項のほか、基準日を定めて剰余金の配当をすることができる。 

 

（配当金の除斥期間） 

第４１条 配当財産が金銭である場合は、その支払開始の日から満５年を経過してもなお受領

されないときは、当会社はその支払の義務を免れる。 

 

（株式の取得等の決定機関） 

第４２条 当会社は、取締役会の決議によって、会社法第４５９条第１項第１号から第３号までに

掲げる事項を定めることができる。 

 

 

 



附則 

 

（株主総会の招集時期及び議決権の基準日の特例） 

第１条 商工組合中央金庫の平成２０年度（第７９回事業年度）の財産目録、貸借対照表、損益

計算書、事業報告書及び剰余金処分案又は損失処理案の承認等に係る株主総会は、平

成２０年１２月に招集する。 

２ 前項に規定する株主総会の議決権の基準日は、平成２０年１０月１日とし、同日の最初の株

主名簿に記載又は記録された株主をもって、同株主総会において議決権を行使することが

できる株主とする。 

 

（商工組合中央金庫の剰余金の配当の基準日） 

第２条 商工組合中央金庫の平成２０年度（第７９回事業年度）の剰余金の配当の基準日は、

平成２０年９月２９日とし、当会社は、同日の最終の商工組合中央金庫の組合員名簿に記載

された所属団体に対して、当該剰余金の配当を行う。 

 

 


